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令和5年度　治水事業促進全国大会の開催

　令和５年１１月９日（木）午後２時３０分から砂防会館シェーンバッハ・サボーにおいて「治水事業促
進全国大会」を和田 信貴 国土交通事務次官はじめ、多くの来賓の皆様、また、全国から治水事業に
熱心にご尽力いただいている市町村長４５１名、都道府県、市町村等の関係者の皆様、総勢１，７２１
名にご参集いただき、開催させていただきました。
　主催者として、脇 雅史 全国治水期成同盟会連合会会長が挨拶を行い、ご来賓を代表して、和田 信
貴 国土交通事務次官、自由民主党 山本 有二 治水議員連盟会長からご祝辞を賜り、続いてご臨席を賜っ
た衆議院議員並びに参議院議員の先生方をご紹介した後、議事に入りました。
　はじめに、国土交通省水管理・国土保全局 奥田 晃久 治水課長から「治水事業を取り巻く現状と課題」
について説明をいただきました。
　続いて、原口 新五 久留米市長から、「久留米市の流域治水の取り組みと今和５年７月梅雨前線によ
る大雨災害について」と題して意見発表をいただきました。久留米市においては、過去の被災状況から
流域治水に取り組んできたが、残念ながら今年も、市内の９地区において浸水被害が発生し、死者２名
を含む７名の方が被災され、住宅約２，５００棟が倒壊や浸水するなど甚大な被害が発生しました。災
害発生時に、国土交通省から延べ２４２名のテックフォースが派遣され、被災状況の調査により、復旧
計画の策定に寄与したこと、本格的な復旧に向けて、国、県、市の連携強化を図り、協議を進めてお
り、特に福岡県とは、様々な分野での連携調整を図り組織横断的、総合的な協議を実施していること、
流域の強靱化に向け、国により巨瀬川流域治水推進会議が立ち上げられ、検討がなされていること等
が紹介され、「行政としては、事前防災対策等、一定の想定に基づく対策は必要であるが、雨の降り方、
降る場所などにより、様々な状況があるため、今回の災害を経験し、人命第一と考え、「できるだけ早く
安全な場所に避難してもらうことである。」と学んだ。今後も引き続き、被災された方々が一日も早く日
常を取り戻せるよう、被災者支援や復興に取り組んでいく」と所見を述べられました。
　次に地方大会の決議並びに意見発表を受けて、当連合会理事 中平 正宏 四万十市長から決議案の
朗読をいただき、全会一致で議決いただきました。
　大会終了後、本決議を要望書として、衆議院議員並びに参議院議員及び国土交通省並びに財務省等
に要望活動を行いました。
　なお、大会開催に先立ち、片田 敏孝 東京大学大学院情報学環特任教授、日本災害情報学会会長
から、「激甚化する豪雨災害に「流域」で向かい合う」と題し、特別講演をいただきました。

令和５年度治水事業促進全国大会の動画配信を行っております。詳細は、こちらをご覧ください。
https://youtu.be/ToqCYUa_JZU
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挨拶：脇 雅史 全国治水期成同盟会連合会会長

祝辞：自由民主党 山本 有二 治水議員連盟会長

祝辞：和田 信貴 国土交通事務次官

国土交通省水管理・国土保全局 奥田 晃久 治水課長
「治水事業を取り巻く現状と課題」

意見発表：原口 新五 久留米市長
 「久留米市の流域治水の取り組みと今和５年７月
  梅雨前線による大雨災害について」
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ご臨席ありがとうございました（順不同・敬称略）

小寺　裕雄

中曽根　康隆

中川　郁子

山本　有二

西田　昭二

石川　昭政

松原　仁

野間　健

斎藤　洋明

吉田　宣弘

木村　次郎

坂本　哲志

勝俣　孝明

谷　公一

冨樫　博之

塚田　一郎

金子　恭之

葉梨　康弘　

田野瀬　太道

土井　亨

簗　和生

吉田　真次

斎藤　アレックス

中川　康洋

青柳　仁士

足立　敏之

高橋　克法

太田　房江

山下　雄平

衆議院議員 参議院議員

渡辺　博道

高見　康裕

角田　秀穂　

佐藤　公治

石原　正敬

田所　嘉德

松木　けんこう

江渡　聡徳

東　国幹

中村　裕之

岩田　和親

新谷　正義

尾身　朝子

渡海　紀三朗

山崎　正恭

若林　健太

野中　厚

堀内　詔子

和田　有一朗

髙鳥　修一

下条　みつ

鈴木　英敬

井野　俊郎

星野　剛士

平口　洋

小島　敏文

中谷　元

金子　俊平

衛藤　征士郎

藤井　比早之

佐藤　英道

中谷　真一

小林　茂樹

務台　俊介

田畑　裕明

菊田　真紀子

藤原　崇

国定　勇人

根本　幸典

佐々木　紀

古川　元久

阿部　弘樹

三ッ林　裕巳

亀岡　偉民

本田　太郎

藤丸　敏

瀬戸　隆一

西村　明宏

逢坂　誠二

武井　俊輔
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代　理　出　席（順不同・敬称略）

麻生　太郎
大串　博志
林　佑美
柳本　顕
牧島　かれん
土屋　品子
笠　浩史
和田　義明
杉本　和巳
今枝　宗一郎
鈴木　馨祐
野田　聖子
あべ　俊子
遠藤　良太
中川　正春
辻　清人
宮内　秀樹
武田　良太
大串　正樹
山田　賢司
橘　慶一郎
川崎　ひでと
松本　剛明
田中　健
中野　洋昌
金城　泰邦

衆議院議員

小里　泰弘
小森　卓郎
保岡　宏武
おおつき　紅葉
御法川　信英
高市　早苗
福重　隆浩
漆間　譲司
伊藤　渉
鈴木　俊一
伊佐　進一
松本　尚
田中　和德
宮澤　博行
塩崎　彰久
牧原　秀樹
奥野　総一郎
林　芳正
鈴木　貴子
宮下　一郎
森　英介
村上　誠一郎
階　猛
井原　巧
鷲尾　英一郎
石井　拓

高木　宏壽
工藤　彰三
鳩山　二郎
輿水　恵一
大口　善德
石田　真敏
笹川　博義
八木　哲也
吉田　統彦
梅谷　守
たがや　亮
河西　宏一
吉川　元
細田　博之
石破　茂
北神　圭朗
田中　良生
伊藤　達也
荒井　優
山口　壯
勝目　康
緒方　林太郎
吉野　正芳
長谷川　淳二
吉良　州司
金子　恵美

棚橋　泰文
小野寺　五典
神谷　裕
掘井　健智
上田　英俊
神田　潤一
古川　康
馬場　雄基
小渕　優子
丹羽　秀樹
日下　正喜
三反園　訓
奥野　信亮
金田　勝年
茂木　敏充
赤澤　亮正
山口　晋
木原　稔
鈴木　敦
西岡　秀子
中根　一幸
江藤　拓
岩屋　毅
武藤　容治
本庄　知史
細田　健一
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代　理　出　席（順不同・敬称略）

祝電ありがとうございました（順不同・敬称略）

山本　佐知子
岩本　剛人
宮口　治子
里見　隆治
高橋　はるみ
高木　かおり
滝波　宏文
森本　真治
高木　真理
三上　えり
渡辺　猛之
青島　健太
武見　敬三
加藤　明良
小林　一大
広瀬　めぐみ
船橋　利実
森屋　宏

池畑　浩太朗
青山　大人
鎌田　さゆり
城井　崇
堀内　詔子

足立　敏之
佐藤　信秋
佐藤　正久
梅村　みずほ
室井　邦彦

参議院議員

衆議院議員 参議院議員

大野　泰正
石井　準一
櫻井　充
尾辻　秀久
永井　学
竹谷　とし子
舞立　昇治
三宅　伸吾
堂込　麻紀子
朝日　健太郎
中西　祐介
磯﨑　仁彦
上月　良祐
石井　浩郎
若林　洋平
藤川　政人
古川　俊治
河野　義博

佐藤　信秋
長峯　誠
橋本　聖子
三浦　信祐
岡田　直樹
山田　俊男
舟山　康江
三浦　靖
嘉田　由紀子
羽田　次郎
加田　裕之
平山　佐知子
生稲　晃子
古庄　玄知
芳賀　道也
福岡　資麿
井上　義行
清水　真人

梅村　みずほ
西田　実仁
野上　浩太郎
伊藤　孝江
馬場　成志
宮本　周司
山本　順三
松村　祥史
江島　潔
関口　昌一
宮崎　勝
野村　哲郎
室井　邦彦
水野　素子
鈴木　宗男
和田　政宗

中谷　一馬
下条　みつ
小川　淳也
石井　啓一
山口　俊一

櫛渕　万里
森田　俊和
前原　誠司
尾身　朝子
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決　議
　治水事業は、洪水等の災害から国民の生命と財産
を守り、健康で豊かな生活環境と安全で活力ある社
会を実現するために、最も根幹となる重要な社会資
本整備である。これまで長年にわたり推進されてきた
治水事業が果たしている役割、効果をみれば、事前
投資の有効性は明らかであり、財政が危機的な状況
にあっても、「国家百年の計」として、国が責任を持っ
て着実に実施しなければならない。
　本年も六月から九月にかけての記録的な大雨によ
り、全国で浸水被害や土砂災害が発生し、甚大な被
害が発生した。近年、毎年のように記録的豪雨が発
生し、気候変動により更なる降水量の増大が予想さ
れている状況を鑑みれば、今後も、全国のどの河川
においても未曾有の災害が起こっても不思議ではな
い。
　このような状況の中で、被害を受けた地域の復旧・
復興、再度災害の防止対策を迅速に行うことは言う
までもなく、気候変動により豪雨や渇水等の自然災
害の激甚化・頻発化、海面の上昇や台風の巨大化等
に備え、被害を未然に防ぐための事前防災対策の加
速化に加え、あらゆる関係者が協働して流域全体で
行う流域治水対策を推進するとともに、より抜本的
かつ総合的な対策を行うことが急務である。
　また、今後 30 年以内に、マグニチュード 8 以上
の南海トラフ巨大地震が 70 パーセントから 80 パー
セントの高い確率で発生するなどと予想されており、
切迫する南海トラフ巨大地震、首都直下地震等に備
え、早急な地震・津波対策の実施が不可欠である。
また、高度経済成長期に整備された水門等の施設は、
完成後五十年以上がたち、老朽化が進行しているこ

とから、大規模更新を計画的に実施する等、継続的
に施設機能を確保する予防保全を図る必要がある。
　こういった差し迫った状況である一方、近年、治
水事業関係予算の確保は難しく、昨今の物価や人件
費の高騰による影響に加え、頻発する災害に対する
再度災害防止等の対応への負担の増大や、老朽化し
た治水関係施設の割合も大きくなっており、その維
持管理・更新費の大幅な増大が見込まれている。地
域住民の安全・安心を確保する上で、このような事
態が事前防災対策の加速・推進に支障を及ぼすので
はないかと危惧している。このため、本年六月に改正
された国土強靱化基本法に基づく国土強靱化実施中
期計画を早期に策定し、事前防災対策を計画的に取
り組むために必要な予算の確保を図るべきである。
　さらに、国土強靱化の推進や広域災害対応の観点
から、住民に最も身近な存在である基礎自治体の重
要性は言うまでもなく、とりわけ大規模災害時におい
て被災施設の早期復旧、被害拡大防止を図るために
は、被災自治体に対する技術的な支援が不可欠であ
る。
　我々はかかる事態を憂慮し、ここに治水事業促進
全国大会を開催し、その総意に基づき、安全で安心
な国土を実現し、子々孫々に引き継ぐべく、次の事項
を国会及び政府に対し強く要望する。

記

気候変動等を踏まえた治水事業の加速と予算の確保

一　「防災・減災、国土強靭化のための 5 か年加速
化対策」に掲げる中長期の数値目標の達成に向け
て、計画的に取り組みを推進する中で、物価や人
件費の高騰による影響も考慮し、令和五年度補正
予算及び令和六年度当初予算においても必要・十
分な予算を確保すること。さらには、改正国土強
靱化基本法に基づく国土強靱化実施中期計画を
速やかに策定し、「５か年加速化対策」以降も継
続的・安定的に治水予算の確保を図ること。

一　河川整備及びダム建設事業等の促進を図るとと
もに、ダム再生事業や利水ダムの事前放流などの
既存ストックの徹底活用に取り組むこと。また、
治水機能の強化と水力発電の促進を両立させるハ
イブリッドダムの取組を推進するための支援方策
の充実を図ること。さらに、安定的な水の供給の
ための水資源開発の推進を図ること。

決議朗読： 理事長 中平 正宏 四万十市長
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一　施設の早期の復旧や改良復旧等による集中的な
投資により緊急的な再度災害防止対策を推進する
こと。また、改良復旧等の実施にあたっては流域
治水の考え方を取り入れて推進できるよう、必要
な取り組みを進めること。

一　中小河川の事前防災対策を計画的、集中的に
実施するために必要な地方財政措置や個別補助
事業の拡充を図ること。

流域治水対策の推進

一　国、地方自治体、企業、住民等あらゆる関係者
の連携のもと、河川管理者による河川改修事業等
を加速化させ、特定都市河川の指定等による貯留
施設の整備や土地利用規制・誘導も含め、流域
全体でハード、ソフト一体となった流域治水の取
組を、地域の活動・営みと共生しながら推進する
ためにも、予算制度・税制等の流域対策への支援
方策の充実を図ること。

地震・津波対策／戦略的維持管理

一　河川・海岸堤防及び水門等の構造物の地震・津
波対策を着実に実施するとともに、堤防等の河川
管理施設を適正に維持管理し、機能を持続的に
発揮できるよう、施設の補修・更新や、水門等の
自動化・遠隔操作化を戦略的かつ計画的に進める
ために必要な予算を確保すること。

生産性向上／水辺環境の整備／カーボンニュートラル

一　ドローンの活用による河川管理の高度化や水
門、排水機場等の自動化・遠隔操作化、浸水セ
ンサ等による流域防災を飛躍的に高度化・効率化
するため、DX や新技術の予算を大幅に増額する
こと。

一　地域活性化に向けた基盤として、民間資金やノ
ウハウの活用・連携を図るとともに、民間の主体
的な参画を促し、優れた観光資源となる水辺空間
の創出を図るための支援方策の充実を図ること。

一　気候変動の影響を緩和するためにも、ダムにお
ける水力発電や河川の伐木を活用したバイオマス
発電による電力創出、物流・人流への河川舟運の
活用、樋門等のフラップゲート化による消費エネル
ギーの削減など、2050 カーボンニュートラルに向
けた取組のための支援方策の充実を図ること。

組織・人員の強化

一　治水の現場並びに地方自治体への支援も含めた
災害対応を担う国土交通省の地方整備局及び事
務所等の責務に鑑み、更なる出先機関の体制の充
実、機能強化を実現すること。

一　緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の機能
強化を図るとともに、それを支える国土交通省の
人員確保を図ること。また、災害対応の拠点であ
る事務所・出張所における災害時の機能確保に向
けた対策を一層推進すること。さらに、災害対応
を含め地域の担い手である建設業の育成並びに人
員確保等体制の充実を図ること。

以上決議する。

　　令和５年１１月９日
治水事業促進全国大会
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出席市町村名簿　（順不同・敬称略）
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※都道府県の要請状況は、下記ＵＲＬからダウンロード下さい。
4975f0a0cb4ed7851aee38623eb0884a.pdf（zensuiren.org）

■特別講演

■決議　要請状況

鈴木 財務大臣 内閣官房内閣人事局
阪本 人事政策統括官（行政組織担当）

片田 敏孝 東京大学大学院情報学環特任教授、
日本災害情報学会会長

「激甚化する豪雨災害に「流域」で向かい合う」
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７月の「海岸愛護月間」では､「美しく、安全で、
いきいきした海岸を目指して」を推進標語に、海
岸清掃活動、環境保全・啓発活動、安全・避難訓練、
各種イベント等を通じた海岸愛護活動が展開され
ました（全体で 2,389 件　約 220.8 万人）。活動
の実施件数等は、コロナ禍以前の水準に戻りまし
た。

今後とも国土交通省においては、都道府県や市
町村等とともに、地域住民、ボランティアの方々
の協力を得て、海岸愛護の普及・啓発活動に努め
てまいります。

令和 5 年度　海岸愛護活動実施結果

苫小牧海岸清掃（胆振海岸　北海道苫小牧市）

海ごみ甲子園（きららビーチ　島根県出雲市）

ビーチヨガ体験教室（東京港海岸　東京都港区）

 自然観察ゾーン（東播海岸　兵庫県明石市）

海岸愛護月間
（令和5年度　海岸愛護活動実施結果）

国土交通省水管理・国土保全局海岸室


